

















ているといえる。一方で、2013 年 11 月～ 12 月にかけて日本原子力文化振興財
団が行った世論調査の結果をみると、今後の日本が利用・活用すべきエネルギー

















































































































































































し、Good Practice の例示とそれに向けたロ ドーマップを示すという狙いがあった。
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　本書の執筆者は、震災以前から風力発電を中心とした再生可能エネルギーに関
する調査研究を、社会科学、自然科学の中のそれぞれ異なった研究領域で実施し
ていたが、現場主義であり、実践思考が強いという共通点を有している。特に従
来の社会科学の多くは、研究対象に対して一歩引いた立場から「客観的な態度」
を標榜してきた。逆に自然科学も、技術革新を自己目的化し、技術のあり方の前
提を問わない場合も見受けられる。本書の執筆者はこのようなスタイルとは一線
を画し、それぞれの学問的アプローチから析出された実態から、地域に資する再
生可能エネルギーのあり方を問い、再生可能エネルギーの導入、開発に関して規
範や倫理を具体的なレベルで構築することを狙いとしていた。それは最初から倫
理や規範を持ち出すのではなく、実証データの積み重ねから現場に即した規範や
倫理を見出し、それを実践の場に実装するスタンスである。したがって、本書の
議論は、実証データから積み上げから考える規範や倫理を、政策や実践の場に反
映させる、人文社会科学、自然科学との綜合的な知識生産の基盤と作り、「持続
性学」を目指すものでであると考えている。文理融合による持続性学の構築が、
どこまでできているのかは読者に委ねたいと思う。
　最後になったが、共編著者の丸山康司氏による『再生可能エネルギーの社会化
－社会的受容性から問い直す』（有斐閣、2014 年）も、あわせて読んでいただくと、
本書の理解が深まると思われる。
付記：本稿は、『再生可能エネルギーのリスクとガバナンス』の中で筆者が執筆
した箇所を再構成し、さらに加筆したものである。同書は筆者を含む 3 名の編者
であるが、内容紹介も含めた本稿の責任の所在は、筆者にある。
【引用文献】
日本原子力文化振興財団, 2014, 『「平成25年度　原子力利用に関する世論調
査」報告書』（http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu.html）
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